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パート社員だからというだけで、一律に待遇を決めるのではなく、
働きや貢献に応じて待遇を決定しよう、というのがパートタイム労働法のねらいです。

パート社員の待遇を、正社員との働き方の違いに応じた「均衡（バランス）」待遇とするとき、
働き方の違いは、次の３つの要件で比較します。
　　　　  ①  職務の内容（業務の内容と責任の程度）
　　　　  ②　人材活用の仕組みや運用など（転勤や配置変更の有無及び範囲）
　　　　  ③　契約期間
パート社員や正社員の待遇は、様々な要素を勘案し決められていますが、
このパンフレットでは、①について説明しています。

パートタイム労働法では、事業主は、パート社員から求められたときには、
その待遇を決定するに当たって考慮したことを説明しなければならない、としています。
その際、職務分析・職務評価で整理・比較した職務の内容を示せば、
職務の内容に基づく根拠のある説明ができます。
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職務分析＝職務の内容を明確にする
職務評価＝職務の大きさを（他の職務と比べて）明確にする
職務分析した結果は、「職務説明書」にまとめると便利です。
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「業務の内容」を比較し、実質的に同じであれば、次に、「責任の程度」が著しく異ならないかどうかを見ます。
これにより、職務が同じか、異なるかを明確にできます。

　＊ このマニュアルでは、職務が同じか、異なるかを明らかにするプロセスを、分かりやすく説明しています。

「業務の内容」や「責任の程度」が、正社員と同じか、異なるかが分かれば、パート社員の待遇がそれに見合った
ものになっているかどうかの判断材料が得られます。
この結果、パート社員と正社員の均衡のとれた待遇を確保することができます。

パート社員から説明を求められたとき、職務の内容が正社員と同じか、異なるか、異なる場合にどこが異なるか、
パート社員に自信を持って説明できます。
また、正社員と均衡のとれた待遇とすることで、パート社員の納得性を高めることができます。
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・  パート社員と、「同じ種類の業務」に従事する正社員を選ぶ
・  パート社員と正社員の職務の内容について、情報を収集

・  収集した職務の情報は、「業務の内容」と「責任の程度」という視点に基づき整理

（収集方法の例）パート社員本人から話を聞く、比較するパート社員と正社員の共通の上司に話を聞く　など

（聴取する内容の例）日々の業務、業務の目的、必要な知識・技能をどう習得したのか　など

・その職務の特徴を表し、かつ、無くてはならない業務か？
・その成果が事業に対して大きな影響を与える業務か？
・社員の職務全体に占める時間的割合･頻度が大きい業務か？

成果について、どのような役割を果たしているか？

どのような権限が与えられているか？

トラブル発生時や臨時・緊急時はどこまでの対応か？
どの程度の成果を出すことが期待されているか？

抽出のポイント
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一見共通なものが少ないように見える場合でも、
「取り扱う対象・範囲」が異なるだけで、業務とし
ては実質的に同じと考えられる場合がある。
その場合、主な業務を遂行するのに、必要な知識
や技能を抽出し、比較する。
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